














































原判決(東京高判昭和62・8・ 6労判512号)は， X 2およびX3については一審































































































































































































































































































そうであるとすれば， X 2 (X 1ではなく)との関係で， r安易な勤務割変更は
しないとの前提で意向を尋ねた」のをなぜ「対応方法として是認できないもので
なく」としたのか理解しがたい。この点において，一審判決は論理的整合性に欠
けているように思われる。
これに対して， r安易な勤務割変更はしないとの前提で意向を尋ねた」として
も，意向を尋ねていることに変りがないとの反論がなされるかもしれない。この
反論は判旨からは読みとれない見解であるが，その通りであっても，その措置に
問題があることに変りがなL、。労働者の時季指定権の制約を目的にした措置であ
る点では先の場合と同一だからである。
最後にX3の場合についていえば，代替勤務可能者に代替勤務の意向を打診し
たにもかかわらずそれがえられなかったもので，時季変更権の行使は適法である
時季変更権行使と「使用者としての通常の配慮」 291 
判断されている。一審判決は，このことにつき，勤務割の勤務体制のもとで勤務
割を変更することは変更を受ける職員に負担をかけること，週休日の場合は職員
に就労を免除するもので勤務割を安易に変更するのは認められないこと，従来勤
務割の変更については本人の同意をえておこなってきたこと等を理由に，勤務割
変更は特段の事情がなL、かぎり変更を受けるべき者の同意を得たかぎりでおこな
えばよいとしている。使用者が時季指定日の年休実現のためにどのように配慮を
すべきかは当該状況によってさまざまでありその程度もさまざまであることは既
に述べた通りである。問題は，この観点からみて， X 3の場合に意向打診の方法
が方法として妥当であるかであるが，結論としてこれを肯定すべきであると考え
る。ただし，判決のいう「特段の事情」があるか否かは，結局のところ，本人に
「特段の事情」の存否の告知を求めることによってしか判明しないため，年休利
用目的の自由の原則との関係が問題になるが，ここでは触れない(最高裁はこれ
を肯定している。電電公社此花局事件最一小判昭和57・3. 18民集36巻 3号366頁)。
5.むすび
本判決は，勤務割の勤務体制のもとで使用者が労働者の年休の時季指定に対し
て代替勤務者の確保のための配慮、をしないまま時季変更権を行使したときでもそ
の行使を適法と認めうる場合があること，安易な勤務割変更はしないとの前提で
意向を尋ねても勤務割変更の打診の方法として是認できる場合があることを確認
した点において重要な判決である。しかし，その結論は容認できるものでなく，
また先行の弘前電報電話局事件・横手統制電話中継局事件最高裁判決の示した
「状況に応じた配慮J . I使用者としての通常の配慮」の位置づけ・内容を却っ
て理解しがたいものにしたと考える。少なくとも，本判決の結果， I状況に応じ
た配慮、J . I使用者としての通常の配慮」についての再検討が必要になったこと
は疑いないところであり，今後の判例の展開が注目される。
上村雄一
